
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 防災体制 



■鳥取県の防災対策 

 

鳥取県では、災害に強い鳥取県を作るため、平時には、災

害時に速やかな対応ができるような計画（地域防災計画、企

業との協定締結等）の作成、防災行政無線、衛星携帯電話の

整備、 発災を想定した訓練、現地での実動訓練、防災フェ

スタの実施、地図を用いた図上訓練などを行っており、また、

災害に備え、２４時間２名以上が待機している。 

 災害時には、職員が登庁し、災害対策本部（本部長：知事）

の設置、ヘリコプター等による被害状況の収集、自衛隊への

災害派遣要請、近隣府県との応援、避難者へ物資や簡易設備

の提供、備蓄品や調達品の提供、トイレや仮設住宅の設置等

の対策を行っている。また平常時においても、メディア、Ｈ

Ｐ及びメールを活用し県民へ安心安全情報の発信を行って

いる。 

 

＜県危機管理局の組織（H25.4.1 現在）＞ 

     

  危機管理政策課  総務担当 

   ― 企画担当 

知事    広域防災・津波・豪雪担当 

     

危機管理局長 危機対策・情報課   

原子力安全対策監  

 

 
 

 

   

原子力安全対策課 

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

消 防 防 災 課   

    消防防災航空セン

ター 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

消防学校 

  

     

     

 

＜県危機管理局の変遷＞ 

平成11年7月 防災専門職の防災監が設置された。 

平成12年4月 消防防災課が消防課と防災危機管理室に分か

れた。 

平成13年4月 防災危機管理室が防災危機管理課と名称を改

めた。 

防災監及び両課が知事直属の組織となった。 

平成20年4月 チーム制を導入し、防災チーム・危機管理チ

ーム・消防チームの３チーム体制となった。 

消防防災航空室が消防チームの所管となり、

消防防災航空センターと名称を改めた。 

平成23年4月 

 

チーム制を廃止し、防災課、危機管理課、消

防課の３課体制となった。 

平成23年7月 危機管理体制の強化を図るため、防災局を危

機管理局とし、危機管理政策課、危機対策情

報課、消防防災課の３課体制とした。 

危機対策・情報課内に災害情報センターを置

いた。 

平成24年4月 原子力安全対策体制の強化を図るため、危機

対策・情報課内に原子力安全対策室を設置し

た。 

平成25年4月 原子力安全対策体制の更なる強化を図るた

め、原子力安全対策監（次長級）を置き、ま

た、原子力安全対策室が原子力安全対策課に

昇格した。 

 

 

 

 

 

消防・保安担当 

地域防災力担当 

 

 

 

防災対策担当 

安全対策担当 

危機管理・訓練担当 

災害情報センター 

情報システム管理担当 



 
■平成２４年度に行った主な事業等 
 

（危機管理政策課） 
○鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例 

（目的） 

近年多様化する自然災害や危機事象に際し、被害を最小限に止

めるためには、県、市町村、関係機関、地域住民が一体となり、

災害や危機に強い地域づくりを進める必要があるが、その一方で、

地域では近年のコミュニティの崩壊等により、防災対策が進まな

い状況にある。 

そのような中、県は、平成21年７月に、県、市町村、県民等の

役割を明らかにし、それらが一体となって災害や危機に強い地域

づくりを進めることを目的とした「鳥取県防災及び危機管理に関

する基本条例」を策定した。 

この基本条例に基づき、市町村が実施する防災・危機管

理対策事業に対し、財政的支援を行い、自助・共助を担

う住民の活動促進を図った。 

 

○地域防災計画の見直し 

鳥取県では、災害予防対策、災害応急対策、災害復旧・

復興対策等を総合的・計画的に推進し、県民の身体、生

命及び財産並びに生活に重大な影響を及ぼすおそれのあ

る災害に適切に対処するため鳥取県地域防災計画を策定

しており、毎年度必要に応じて修正を行っている。平成

２４年度の修正では、東日本大震災や近年の災害におけ

る経験と教訓を踏まえた修正を行った。 

①東日本大震災の教訓を踏まえ、鳥取県地域防災計画に

ついて、津波災害対策編の新設、原子力災害対策編の

全面見直し。 

②鳥取県地域防災計画を審議する鳥取県防災会議につい

て、災害対策基本法が改正され、諮問機関となったこ

とに伴い、委員構成の見直しを図り、女性、高齢者、

障がい者等多様な主体の参画を図った。また、男女共

同参画の視点から防災会議に女性委員を積極的に登用

（女性構成比１６％→４０％）。 

 

○津波対策事業 

平成２３年度に「鳥取県津波対策検討委員会」で新た

に設定した津波浸水想定等に基づき津波対策を行う市町

村を支援し、地域住民の安心・安全の向上に寄与した。 

(事業の概要) 

津波による浸水被害が想定されている沿岸９市町村の

うち、①津波ハザードマップ作成事業、②表示板（避難

所案内板、標高表示板等）設置事業、③津波対策の学識

経験者等を活用した事業（避難計画の策定、避難訓練、

研修会等）を行う市町村に対して費用の一部を補助。 

 

○徳島県との危機事象発生時相互応援協定具体化事業 

鳥取県と徳島県のどちらか一方の県が被災した場合の

支援活動を円滑に実施する観点から、県レベルでの業務

継続についての共同研究を行うとともに、それぞれの県

が主催する訓練に相互に参加するなど、両県の医療、経

済分野等の団体に対して業務継続のための連携を関係部

局とともに働きかけることによって、鳥取県と徳島県で

締結している「鳥取県と徳島県の危機事象発生時相互応

援協定」の実効性を確保するよう努めた。 

 

（危機対策・情報課） 

○地域防災フェスタ事業 

地域住民、市町村及び防災関係機関等との連携による

防災訓練等を実施することにより、県民及び地域コミュ

ニティとしての防災・防犯意識の向上と防災機関のさら

なる連携強化、地域防災力の向上を目的として、防災フ

ェスタを実施した。 

・開催日 平成24年10月28日（日） 

・場所 

主会場：夢みなとタワー付近特設会場（境港市） 

津波避難訓練会場：米子市内・境港市内・日吉津村内・

大山町内 

・参加者数 約15,000名 

・主催者「とっとり防災フェスタ２０１２」実行委員会 

（構成団体：県、市町村、防災関係機関、各種防災関係

団体・機関等） 

・参加機関 

西部地区境港市ほか 8 市町村、地元自治会、地元商工

会、日本赤十字社、県内３消防局、警察、境海上保安

部、自衛隊、鳥取ＤＭＡＴ、中国電力、NTT西日本、鳥

取大学等 

・実施内容 

【総合防災訓練】 

陸上部隊（消防・警察・自衛隊・鳥取ＤＭＡＴ・ＪＡ

Ｆ等）による倒壊家屋・車両等からの救急救助訓練 

海上保安庁の巡視艇及びヘリによる水難救助訓練 

巡視艇への着船訓練（海保ヘリ・鳥取県ヘリ）等 

【津波避難訓練】 

新たな津波被害想定に基づき、米子市、境港市、大山

町、日吉津村の各地区での住民避難訓練及び避難所運営

訓練  等 

 



【防災関係機関のブース出展、資機材・車両等の展示等】 

防災関係機関等がブース出展し、各機関の活動ＰＲ、

防災関係車両・資機材などの展示や来場者体験ができる

催しなどを実施 

起震車体験コーナー（参加者400人） 

災害時要援護者疑似体験による災害体験コーナー（参

加者150人） 

【炊き出し配布 ・ 地元の食、物産品販売】 

自衛隊（カレー550食）、徳島県（新鮮なっとくしま号：

そば米汁 350食）南部町（200食）などの炊き出し食糧

を配布 

 

○大規模災害に対応した環境整備事業(衛星携帯電話整

備) 

東日本大震災を教訓として、大規模な地震、津波等に

より一般公衆回線が被害を受け、利用できなくなった場

合においても迅速・的確な減災対応ができるよう、市町

村災害対策本部に派遣する情報連絡員等との情報伝達手

段及び情報共有手段を確保するため、衛星携帯電話を追

加整備した。 

併せて、平成４年度に整備し、耐用年数を既に経過し

ている地上系防災行政無線のうち移動系部分の廃止に伴

う代替手段等として衛星携帯電話を整備した。 

 

○大規模災害の災害対策本部・防災関係機関活動環境整

備事業 

大規模災害時に国、県外自治体、自衛隊、消防、警察、

海上保安庁などの支援部隊を受け入れ、迅速に災害対応

業務に着手できるよう、国・防災関係機関の活動環境の

整備を図った。 

県庁第二庁舎４階部分の防災関係機関執務室（通常は

会議室）における非常電源、照明、情報機器及び間仕切

壁の整備を行った。本事業は、平成２５年度も引き続き

活動に必要な設備類の整備を行う予定。 

 

＜原子力安全対策室＞ 

○島根原子力発電所に係る原子力防災対策事業 

（目的） 

 鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）等に基づき、

中国電力株式会社島根原子力発電所及び独立行政法人日

本原子力研究開発機構人形峠環境技術センターにおける

原子力防災対策の実施と県民の安心・安全のために必要

な事業を行った。 

 

 

（実施状況） 

①鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）の見直し及 

び広域住民避難計画（島根原発事故対応）の策定 

平成２４年９月の原子力災害対策特別措置法の改正等

により、本県がＵＰＺ(緊急時防護措置準備区域）に位置

づけられたことを踏まえ、原子力防災連絡会議などで島

根県等と連携するとともに、知事をチーム長とする原子

力安全対策プロジェクトチームでの協議、パブリックコ

メント（1/11～2/7）、島根原発に係る防災訓練（1/26）、

原子力災害対策指針の改定（2/27）及び島根原発に係る

安全協定の改定申入れに対する中国電力からの回答

（3/15）結果を踏まえ、３月18日に地域防災計画（原子

力災害対策編）の大幅見直し及び広域住民避難計画（島

根原発事故対応）の策定を完了した。 

 

【地域防災計画（原子力災害対策編）の主な見直し点】 

⇒島根原発（原子炉施設）のＵＰＺの範囲を規定 

⇒避難等の防護活動の実施（安定ヨウ素剤の配付、スク

リーニングの実施等） 等 

 

【広域住民避難計画（島根原発事故対応）】 

地域防災計画の避難の運用部分について定めたもの。

住民避難に関する実施要領と必要な避難所等の後方支援

についてまとめた。 

 

②原子力防災連絡会議 

島根・鳥取両県及び島根原発周辺30km圏６市（米子市、

境港市、松江市外）が、島根原発に係る防災体制の見直

しについて連携して検討するため、防災関係の部長級職

員等で構成 

（７月、１１月、１２月の３回開催 「住民避難計画」「地

域防災計画の見直し」「原子力防災訓練」等について協議

を行った。） 

 

③「島根原子力発電所に係る鳥取県民の安全確保等に関

する協定」及び「運営要綱」の改定協議 

県民の安全確保及び周辺環境の保全を図るため、県及

び米子市、境港市と中国電力とで平成 23 年 12 月に締結

した原子力安全協定等について、平成24年９月の原子力

災害対策特別措置法の改正等により、鳥取県がＵＰＺ（緊

急時防護措置準備区域）に位置づけられたことを踏まえ、

立地県・市並みの協定とするべく原子力施設の変更計画

等に係る事前了解等に関し改めて協議を実施。 

引き続き協議を継続している。 

 



④鳥取県原子力防災専門家会議の開催 

（会長：福山大学工学部情報工学科教授 占部逸正氏、

外 委員 ８名） 

（６月、１２月、２５年１月の３回開催 「本県の原子

力防災対策の方向性」「島根原発・人形峠センターに係る

環境放射線測定結果の評価」等を審議した。 

 

⑤原子力安全対策プロジェクトチーム会議の開催 

島根原発に関する原子力防災体制の推進を図るため、

知事、副知事、統轄監、各部局長、総合事務所長、関係

市によるプロジェクトチームを設置した 

⇒平成24年５月９日（第１回） 

・５ＷＧの設置を決定 

ＷＧ 検討内容 

体制整備構想 原子力防災体制の整備ロードマップ、 

運用体制の基準 

避 難 住民避難 

（一般、災害時要援護者、児童・生徒

等） 

モニタリング 平常時モニタリング、緊急時モニタリ

ング 

被 ば く 医 療 被ばく医療機関、スクリーニング、 

安定ヨウ素剤 

普及啓発・広報 平常時・緊急時の広報、講演 

 

・福島県への調査チームの派遣 

福島第一原子力発電所事故に対する福島県における対

応及び教訓について、県の原子力防災体制整備に役立て

ることを目的として、危機管理局他の職員９名からなる

調査チームを福島県庁、南相馬市立総合病院等に派遣し、

本県の原子力防災体制の構築に資した。 

⇒平成24年７月23日（第２回） 

「原子力安全体制の見直し状況(旧原子力安全・保安院

説明)」「各WGからの進ちょく状況報告」を協議するとと

もに、島根原発に係る原子力安全協定等の見直しを求め

ていく方針を確認した。 

⇒平成24年９月19日（第３回） 

９月６日、防災基本計画(原子力災害対策編）が、中央

防災会議で修正決定され、本県が原子力災害対策を重点

的に実施すべき区域（ＵＰＺ）として正式に位置づけら

れる見込みとなったことを踏まえ、本県の原子力防災体

制整備の進捗状況の確認や住民避難計画の検討等を行っ

た。 

 

 

⇒平成24年12月10日（第４回） 

島根原発に関する本県の原子力防災体制整備の推進と

その進捗状況、地域防災計画（原子力災害対策編）の修

正、広域住民避難計画の作成等を確認した。 

 

⇒平成25年１月22日（第５回） 

島根原発に関する本県の原子力防災体制整備を推進す

るため、「島根県等との合同原子力防災訓練（１月26日）」

の実施概要及び「原子力災害対策指針及び放射性物質拡

散シミュレーション」等について国(原子力規制庁)から

説明を受け、本県としての対応を協議した。 

⇒平成25年１月２９日（第６回） 

島根県等との合同原子力防災訓練について振り返るた

め、26日開催した原子力防災専門家会議における情報連

絡手段や状況把握の方法等について専門的知見から助言

や教訓等を参考に、本県原子力防災体制の整備に向けた

検討を行った。 

 

⑥島根県等との合同原子力防災訓練(島根原子力発電所

防災訓練) 

平成 24 年度鳥取県島根原発防災訓練を、平成 25 年１

月26日（土）、米子市・境港市の住民(232名)の参加を得

て、県として初めて住民避難訓練やスクリーニング訓練

等を含め実施した。 

【教訓等】 

訓練を通じて、住民には、一時集結所から、スクリー

ニング会場へのバスによる避難や、安定ヨウ素剤の予防

投与、スクリーニング、簡易除染等の体験をしてもらう

ことで原子力防災全般に係る意識の向上が図れた。情報

通信設備の不備等、住民避難実施上の課題を確認できた。 

【主催】 

・鳥取県側：鳥取県、米子市、境港市 

・島根県側：島根県、松江市、出雲市、安来市、雲南市 

【主要参加機関等】 

・その他の行政機関等 

県警察本部、米子警察署、県教育委員会、鳥取県西部

広域行政管理組合消防局、自衛隊鳥取地方協力本部、陸

上自衛隊第８普通科連隊、米子市消防団、原子力規制庁

島根原子力規制事務所、境海上保安部 

・地元組織 

 米子市富益地区自治連合会、境港市自治連合会、自主

防災組織等 

・民間団体、企業 

 中国電力、社会福祉法人こうほうえん、県薬剤師会等 

合計 約２０団体（鳥取県側の主催者を含む。） 



（消防防災課） 

○鳥取県防災・危機管理対策交付金 

市町村が実施する防災・危機管理対策事業に対し、一定 

基準に基づき「鳥取県防災・危機管理対策交付金」を交付した。 

平成２４年度は、平成２３年度に発生した県内・県外の災害の教

訓を踏まえ、鳥取県震災アクションプランに掲げる施策の反映、

災害時の迅速な避難勧告の実施、「土砂災害警戒区域等における

土砂災害防災対策の推進に関する法律」に規定する土砂災害特別

警戒区域内での避難計画の策定等の政策誘導項目を進めるための

内容を反映させた。 

また、平成２３年度に発生した東日本大震災の教訓を踏まえた

市町村が実施する防災・減災対策を推し進めるため、新たに東日

本大震災枠20,000千円を上乗せした。 

（Ａ）交付対象事業  

① 災害時に孤立するおそれのある集落の通信確保に関する

事業 

② 消防団の活動の活性化に関する事業 

③ 自主防災組織の活動の活性化に関する事業  

④ 災害時要援護者に係る対策に関する事業 

⑤ 職員の危機管理能力の向上、住民の避難体制の整備その

他の住民の安全確保に関する事業 

 

（Ｂ）東日本大震災の教訓を踏まえて新たに対象とした事業 

① 衛星携帯電話の配備等、迅速・的確な情報収集・伝達に

関する対策 

② 備蓄物資の調達や輸送手段の確保を踏まえた緊急輸送体

制の構築に関する対策 

③ 被害形態に応じた防災訓練の実施に関する対策 

④ 広域連携体制の構築に関する対策 

⑤ 女性や災害時要援護者への配慮を含む避難所運営・管理に関する

対策 

⑥ 住民への防災知識の普及に関する対策 

⑦ その他市町村での地域環境に応じた東日本大震災の教訓を踏ま

えた対策 

 

○地域防災力向上事業（鳥取県自主防災組織訓練大会） 

（目的） 

県内の自主防災組織等が実施する避難訓練等の防災活動の発表

を通して、優良な取り組みの顕彰や更なる充実、組織間の連携強

化を図るとともに、他団体への普及推奨により組織化や活動活性

化を促進する。 

（実施状況） 

平成２４年度鳥取県自主防災組織訓練大会を次のとおり開催し

た。 

 

・主 催 鳥取県、財団法人消防科学総合センター 

・日 時 平成24年12月15日（土）午後1～5時 

・会 場 倉吉市上灘公民館 

・内 容 ・自主防災組織が実施した訓練についての活動発表 

（中部地区５団体、訓練テーマ：災害時要援護者対策） 

 倉吉市見日（みるか）町自主防災会 

 三朝町牧集落 

 湯梨浜町泊三区自主防災会 

 琴浦町八橋四区自主防災会 

 北栄町国坂浜自治会自主防災組織 

・アドバイス講座／東京都板橋区福祉部長 鍵屋 一 氏 

・避難所運営研修／香川県防災士会長 久保 雅和 氏 

・記念品贈呈式 

・参加者 県内自主防災組織構成員等 120名 

 

○鳥取型防災教育推進事業 

（目的） 

 鳥取地震や鳥取県西部地震を経験した県として、災害時に児童

自らの判断で自らの命を守ることができるよう、また、児童を通

じて家庭や地域の防災意識の向上を図るとともに、将来の地域防

災の担い手を育成する。 

平成２４年度は、平成２２～２３年度に県内モデル校で実施し

た取組事例や、東日本大震災の教訓などを加えながら「鳥取型防

災教育の手引き（暫定版）」を作成し、各小学校で実証を行い、

その実証結果を踏まえ改良した「鳥取型防災教育の手引き（第１

版）」を完成させた。 

（実施状況） 

・６月 「鳥取型防災教育の手引き（暫定版）」作成 

・７月～ 学校における防災教育推進会議（主催：県教育委員会）」

で手引の実証依頼。県内各小学校で実証。実証結果を

基に改良。 

・２月 防災教育推進会議で手引きの内容を認証 

・３月 「鳥取型防災教育の手引き（第１版）」完成。 

校長会等を訪問し、手引きの実証状況や２５年度の活

用を依頼。 

     鳥取県ＨＰに掲載し、指導案、ワークシート等をダウ

ンロードで入手可能。その他、参考となる防災関係機

関のＨＰも掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 



＜消防学校＞ 

県下の消防職員及び消防団員に対し、複雑多様化する

災害に即応できる専門的、かつ高度な消防防災に関する

教育訓練を行うほか、広く県民に対し防災思想の普及を

図るために、昭和５８年４月２７日に開校しました。ま

た、平成２４年は、消防学校創立３０年目の年に当たる

ことから、消防学校創立３０周年記念事業の一環として、

新たな実践的訓練施設の完成記念訓練を実施した。 
 
・日時 １１月１５日（木）１３時～１４時 
・場所 鳥取県消防学校 
・訓練の概要 
（参加車両及び人員）   
消防車２台、救急車１台、救助工作車２台、３０名 

（訓練内容） 
①倒壊建築物救助訓練 
救助隊２隊が地震により倒壊した建物内から、要救助

者を救出する。 
②火災救助訓練 
救助隊と消火隊が連携し、出火建物及び延焼建物に逃

げ遅れた要救助者を救出する。 
③実火災体験型訓練 
実火災体験型訓練施設の扉を開放し訓練の状況を展示

する。 
（訓練施設（３施設）の概要（事業費60,786千円）） 
・今後の活用計画 
消防職員の初任科、警防科、特殊災害科等や、消防団

員の教育訓練において実践的訓練施設を活用し、消防活

動技術、災害対処能力の更なる向上を図っていく。 
 
・訓練施設写真 
①倒壊建物救助訓練施設 
コンクリート製の暗渠、岩石、瓦礫などを組み合わせ

て、地震、風水害及び土砂崩れ等により建物が倒壊した

状況を設定し、狭隘な閉鎖空間で救助・救出訓練を行う

施設 

②移動式消防訓練施設 
一般住宅を模した２階建てユニットハウスで、実放水、

人命検索、救助訓練等の実践的消防活動を行うことがで

きる。また、既存の実火訓練棟（写真左手）と組み合わ

せることにより、建物火災の延焼拡大防止を想定した訓

練を行うことができる施設 

③実火災体験型訓練施設 
実際に木製パレットを燃焼させ、濃煙熱気、燃焼の拡

大、火勢成長の状況及びフラッシュオーバーの発生が予

測できる等、より実際の火災現場に近い環境で訓練がで

きる施設 

 
※平成２４年の消防学校教育実施状況等を「３ 消防体

制」に掲載しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 



＜消防防災航空センター＞ 

鳥取県では、災害に強い消防防災体制の確立を図るた

め、平成１０年７月より消防防災ヘリコプター「とっと

り」の運航を行っています。   
消防防災ヘリコプターは、県民の安心、安全を確保す

るため、風水害・地震発生時の情報収集、物資輸送、迅

速な救急搬送、林野火災発生時の空中消火や、山岳・河

川等での救出救助活動など、様々な場面で活動を行って

います。 
※平成２４年の活動実績を「２ 救急・救助」に掲載し

ています。 


















